
「信州の明るい未来を拓く121の約束」取組状況（2024年８月30日現在）
長野県知事　阿部守一

数 シェア

25 20.7%

31 25.6%

49 40.5%

13 10.7%

3 2.5%

121

１　持続可能で安定した「確かな暮らし」を守り抜く

⑴　新型コロナ対策の推進

◎ 1

◎ 2

○ 3

△ 4

⑵ 生活・産業における価格高騰対策の実施

○ 5

◎ 6

○ 7

◎ 8

⑶　「脱炭素社会」づくりの推進

△ 9

△ 10

◎ 11

△ 12

○ 13

○ 14

△ 15

マーク

◎ 十分実行できている

× 未着手

さらなる変異株等の出現に警戒し、感染状況に応じた適切な感染拡大防止措置を講じるととも
に、医療・検査体制の確保等を行い、救える命を確実に救います。

市町村と連携して４回目も含めたワクチン接種の促進を図り、重症化予防に努めます。

□ 検討中

○ ほぼ実行できている

△ 実行中だが努力が必要

「長野県ゼロカーボン戦略」に基づき、2030年までに温室効果ガス正味排出量を2010年度比で
6割削減することを目指します。

2030年度までに住宅太陽光発電施設を22万件以上に、小水力発電能力を103万ｋｗ以上に
するなど、再生可能エネルギーの飛躍的な普及拡大を図ります。

環境や景観等との調和を図るため、野立て太陽光パネルの設置に関するルールづくりを検討し
ます。

電動車の普及と充電設備の設置、公共交通の利便性向上や歩いて楽しめるまちづくり、信州健
康ゼロエネ住宅の普及等による新築住宅物のＺＥＢ化、ＺＥＨ化などを進めます。

企業等が行う省エネ設備への更新、再エネ設備の導入、再生可能エネルギー100％電力の購
入などを支援することにより、産業分野での温室効果ガス削減を進めるとともに、グリーン成長分
野への企業の積極的な挑戦を後押しします。

森林整備の推進による二酸化炭素吸収量の増加に努めるとともに、グリーンインフラの整備によ
りまちなかの緑を増やします。

感染状況を踏まえて観光促進策を講じるなど、社会経済活動をできる限り維持するよう努めると
ともに、コロナ禍からの経済再生に取り組みます。

これまでのコロナ対策の教訓等も踏まえ、今後想定される新興感染症の流行に対する備えを充
実します。

食料、エネルギー、原材料等の価格高騰により多大な影響を受けている県民及び事業者に対
し、生活費負担の軽減や事業継続への支援を行います。

脱炭素社会の実現に向けて、エネルギーコストの削減に取り組む県民・事業者を継続的に支援
します。

円滑な価格転嫁の支援、県の契約等における適正な価格設定等に取り組みます。

今後の経済動向等を踏まえ、「価格高騰緊急対策第二弾」を取りまとめます。

信州環境カレッジでの学びを通じたライフスタイルの変革や、サステナブルNAGANO共創プラット
フォーム（仮称）における様々な主体との共創で脱炭素を推進します。
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⑷　県土強靭化の推進など災害に強い県づくり

◎ 16

◎ 17

△ 18

◎ 19

○ 20

△ 21

□ 22

⑸　少子化・人口減少対策

◎ 23

△ 24

△ 25

△ 26

□ 27

△ 28

◎ 29

△ 30

□ 31

□ 32

□ 33

△ 34

災害時に避難所における良好な環境を確保するため、避難所T K B（トイレ、キッチン、ベッド）環
境向上プロジェクトを推進します。

広域連携型の立地適正化計画の策定、防災集団移転促進事業の活用などを通じ、災害リスク
が低い地域への公共的施設の立地や居住を促進するとともに、土地利用のあり方について検討
します。

少子化・人口減少に関する要因と影響を分析するとともに、的確な政策立案と着実な実行のた
め、県と市町村、関係団体の代表者及び有識者をメンバーとする「少子化・人口減少対策推進
会議（仮称）」を設置します。

結婚、出産、子育てに対する支援が充実し、仕事と暮らしの両立ができる、女性や若者から選ば
れる県づくりを進めます。

子育てに伴う経済的負担の軽減を図るとともに、男性を含む育児休業の取得促進など社会全体
で結婚や子育てをサポートしていく機運の醸成に努めます。

高校や大学・短大の各学校の場において、結婚、出産、子育てについて生徒や学生が主体的に
考える「ライフデザイン教育」を徹底します。

防災・減災、国土強靭化のための５カ年加速化対策を積極的に活用し、県土の安全性を高めま
す。

令和元年東日本台風災害の教訓を踏まえ、河川整備を推進するとともに、流域での雨水貯留
や水害に備えたまちづくりなどを推進し、流域全体で治水対策を促進します。

ハザードマップの策定推進等により身近な危険の認知度を高めるとともに、切迫感が伝わる情報
発信や災害弱者を含めた避難体制の確立等により、災害時の逃げ遅れゼロの実現に取り組みま
す。

盛土等に起因する災害から県民の皆様の生命財産を守るため、関係法令や新たに制定した「盛
土等による土砂災害の防止に関する条例」等の適切な運用を行います。

地震から県民の生命・財産を守るため、長野県耐震改修促進計画に基づき、住宅や多数の方
が利用する施設等の耐震化を一層促進します。

独居高齢者の増加等に対応するための高齢者と若者とのシェアハウスなどを検討するほか、農
地・山林付き住宅や二地域居住者向けコンパクト住宅を普及させるなど、新しい住まい方を提案
します。

コンパクトシティ化や歩いて楽しめるまちづくりを推進するため、「地域戦略推進型公共事業」など
を積極的に活用して、点でなく面で、かつ、部局横断で取り組みます。

子育てと仕事や社会生活を両立できるような環境づくりを経済界や市町村とともに進め、育児後
の再就職支援、女性のデジタル人材育成などの能力開発、子育てしながら働ける新たな働き方
の創造、などに積極的に取り組みます。

移住したい県としての優位性を活かし、信州回帰プロジェクトとして移住の促進や二地域居住、つ
ながり人口の拡大に取り組みます。特にリモートワークや兼業・副業を積極的に推進する大都市
の企業との連携を強化します。

いわゆる山村留学を「信州自然留学（仮称）」として、広報の充実や相談窓口の設置などにより
積極的に推進します。

経済団体や教育委員会、大学等とともに、高校生、大学生等の県内就職を促すためのインター
ンシップを推進します。

医療・福祉、教育、農林業、建設業、製造業、公共交通など様々な分野における人材確保につ
いて、移住や教育に係る政策での対応も含め、全庁挙げて全力で取り組みます。また、奨学金
返還支援や各種就学資金貸付制度等の充実を図ります。

小中高校におけるキャリア教育の充実、生徒の進路希望の実態に合わせた高校のカリキュラム
の見直し、高校における各種資格の取得促進などに、教育委員会と連携して取り組みます。
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⑹　交通や水道など社会的なインフラの維持・発展

◎ 35

△ 36

△ 37

○ 38

○ 39

○ 40

○ 41

２　経済が発展し、人間らしい生活が営まれる「ゆたかな社会」を創造する

２−１　「創造的でゆとりある社会」の実現

⑴　産業の生産性向上と県民の所得向上

△ 42

○ 43

△ 44

○ 45

◎ 46

△ 47

○ 48

⑵ 環境再生的で分配的な経済の実現

△ 49

○ 50

△ 51

□ 52

△ 53

企画振興部に「交通政策局」を設置し、交通政策を総合的に推進する体制を強化します。

鉄道やバス、タクシーなど地域公共交通の存続・発展を図るため、公設民営化などの新たな仕
組みづくりを国に提案するとともに、県独自の政策化を検討します。また、MaaSなど新たなモビリ
ティサービスの導入を積極的に検討します。

海外を含むチャーター便や定期便の拡充、小型ジェット等の就航促進など、地域の皆様の理解
を得ながら松本空港の活性化と利便性向上を推進します。

リニア中央新幹線の開業と北陸新幹線の大阪延伸の早期実現に向け取り組みます。

Afterコロナ時代を見据えた観光振興方針に基づき、安全・安心な観光地づくり、長期滞在型観
光の推進、リピーターの獲得などに取り組み、観光消費額の増加を図ります。

スマート農林業の推進、海外販路の開拓、信州ワインバレー構想の推進などにより、農業農村総
生産額や農産物輸出額、林業産出額の増加を図ります。

日本一創業しやすい県を目指し、創業支援のためのエコシステムの構築や、ソーシャルビジネス
をはじめとするスタートアップ企業への支援に取り組むとともに、県内経済への波及効果をもたら
す企業の立地を促進します。また、事業承継支援に積極的に取り組み、後継者不足に悩む企
業の存続・発展を支援します。

国の業務改善助成金、働き方改革推進支援助成金の活用促進などにより、企業の賃金引き上
げを後押しします。また、契約に関する条例を踏まえ、県発注事業に従事する者の賃金水準が
適正なものとなるよう取り組みます。

循環型経済（サーキュラーエコノミー）への移行を推進するため、県の試験研究機関での研究強
化や環境部門の機能充実、経済団体や企業との共創により、資源消費の最小化や廃棄物の発
生抑制などを図ります。

県産品の地産地消や地消地産を進めるとともに、「デジタル地域通貨」の発行支援を検討するな
ど、地域内経済循環を促進します。

中部横断自動車道、中部縦貫自動車道、三遠南信自動車道、松本糸魚川連絡道路、木曽川
右岸道路など、県内の主要な道路ネットワークの整備促進を図ります。

持続可能な水道事業を確立するため市町村とともに水道の広域化を推進するほか、様々な公
共施設の長寿命化を進めます。

公共事業評価制度を充実し、優先度が高い事業に財源を重点的に振り向けます。

産業分野でのＤＸ推進と新技術の積極的な導入、信州ＩＴバレー構想の推進によるＩＴ人材の育
成・確保、企業の研究開発や設備投資に対する支援等により、県内産業の生産性向上を図り、
賃金の引き上げを後押しします。

産業イノベーションの中核拠点としての長野県産業振興機構による支援を充実し、経営革新等
を通じた企業の生産性向上を図ります。

伝統的産業や地域資源を活用したビジネスの活性化を図るため、後継者の育成、製品のブラン
ド力強化、販路の開拓等の支援を充実するとともに、地域資源製品開発支援センター（デザサポ
ながの）の体制を強化します。

食料安全保障の観点も踏まえ、我が国の食料自給率の向上も念頭におき、農業と食品産業の
振興に取り組みます。有機農業の拡大等環境に優しい持続可能な農業を振興し、学校給食に
おける有機農産物の使用を促進します。

ゆたかな地域を支える事業活動としての公共交通、農林業等（いわゆる「社会的共通資本」たる
事業）を維持・発展させるため、公設民営化や規模拡大への支援等の新たな仕組みづくり、特定
地域づくり事業協同組合の活用、などについて検討します。また、高校や大学・専門学校等と連
携して、こうした分野への就労を積極的に支援します。

環境や社会に優しい「エシカル消費」を促進するとともに、「エシカル生産」を広げていきます。
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⑶　暮らしと産業におけるデジタル技術の活用推進

□ 54

○ 55

△ 56

⑷　住む人も訪れる人も快適な空間づくり

△ 57

○ 58

△ 59

◎ 60

○ 61

○ 62

△ 63

○ 64

△ 65

⑸　文化、スポーツの振興などゆとりある暮らしの創造

◎ 66

△ 67

◎ 68

○ 69

△ 70

豊かな観光資源を活かして体験型観光の充実を図るとともに、外国語表記の拡充やキャッシュ
レス化を推進し、一年を通じて国内外から観光客が訪れる滞在型の観光地域づくりを積極的に
進めます。

登録DMOである長野県観光機構が世界水準のDMOとして信州の観光振興の中核的存在となる
よう機能・体制の強化を図ります。

国際会議や教育旅行、スポーツ合宿等を積極的に誘致するとともに、人に優しいユニバーサル
ツーリズムや自然を活かしたアドベンチャーツーリズムなどを推進します。

観光プロモーションや観光地域づくりを更に充実・強化するための特定財源として、観光客に税
負担を求めることについて研究します。

森林整備については、主伐・再造林を積極的に推進することにより、林業振興を図ると同時にCO
２吸収量の多い若い森林づくりを進めていきます。あわせて、子どもたちを含む多くの県民が親し
める美しく開かれた森林づくりに取り組みます。

信州まちなかグリーンインフラ推進計画に基づき、街路樹整備と道路空間の利活用促進、公園
や広場の芝生化や緑化推進、河川や水路沿いの散策路等親水空間の整備、建築物の壁面緑
化や敷地内緑化の推進、などに取り組みます。

Society 5.0時代を見据えて策定した「長野県DX戦略」を踏まえ、生活と産業、そして行政のデジ
タルトランスフォーメーションを進めます。

市町村とともに設置した先端技術活用推進協議会を活用し、行政事務のデジタル化による自治
体のスマート化や、遠隔医療や遠隔授業の拡大、信州リゾートテレワークなどの推進に取り組み
ます。また、「信州ＩＴバレー構想」に基づき、ＩＴビジネスの創出やIT人材・企業の育成・誘致を一
層推進します。

A I・IoT等先端技術利活用支援拠点を活用して工場のスマート化を促進するとともに、スマート農
林業を推進します。メタバースやドローン等の新しい技術や制度の活用・対応を積極的に検討す
るための組織として「未来創造課（仮称）」の設置を検討します。

新たに設置した県立美術館や県立武道館の魅力向上と利用促進に努め、教育面、観光面での
活用も含めて県内外の多くの方々に愛される施設として発展させます。なお、県立美術館につい
ては、巡回展の開催等を通じて県内の各地域・美術館との交流を図ります。

農ある暮らしの普及拡大や信州リゾートテレワークの推進などにより、新しい働き方や暮らし方を
長野県から発信し、農山村や過疎地域が時代の最先端の「ゆたかな地域」となるよう変革を後
押しします。

長野県景観育成計画の見直しを行い、広域的な視点からの景観保全・育成を推進することによ
り、信州の美しい景観を守り抜きます。

森林づくり県民税については、来年度以降の継続を視野に入れ、森林環境譲与税との関係や使
途のあり方についてさらに検討を深めます。

御岳県立公園の国定公園化に取り組みます。また、国立・国定公園も含めた自然公園における
環境保全の一層の充実とともに、環境と調和した積極的な利活用のあり方を検討・実施します。

新たに設立した「信州アーツカウンシル」の専門スタッフによる相談・助言、様々な活動に対する
財政的支援などを通じ、県内各地の文化芸術の更なる振興を図ります。

信州フィルムコミッションネットワークの活動を充実し、信州発の映画を増やします。

2028年に本県で開催が予定されている国民スポーツ大会や全国障害者スポーツ大会の開催
準備を進めるとともに、スポーツ施設の整備など誰もがスポーツを楽しむことができる環境整備を
あわせて推進します。
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２−２　「多様性が尊重される温かく公正な社会」の実現

⑴　若者・女性や子どもの幸福追求を最大限支援

○ 71

△ 72

○ 73

◎ 74

◎ 75

◎ 76

△ 77

× 78

△ 79

△ 80

⑵　性別、障がい、所得等による差別・格差の解消

□ 81

□ 82

◎ 83

◎ 84

△ 85

◎ 86

○ 87

× 88

市町村とともに「若者・子育て世代応援プロジェクト」を推進し、女性や若者が暮らしたくなる信州
を目指します。また、結婚・子育て等に関する支援情報を提供するポータルサイトを構築し、わか
りやすい情報発信に努めます。

県独自の奨学金返還支援制度や「移住支援金」「創業支援金」を周知することにより、若い世代
の信州回帰と県内での就労を促進します。

ながの結婚マッチングシステムの利用者拡大と結婚新生活支援事業等により、出会いの応援と
結婚に伴う住居費等を支援します。また、新婚家庭を応援する「ながの結婚応援パスポート事
業」をスタートさせ、協賛店舗の拡大とサービス内容の充実を図ってまいります。

不妊治療の経済的負担を軽減するため、妊活検診や先進医療を助成します。

女性がその能力を十分発揮できる環境をつくるため、固定的な役割分担意識の解消、社会の制
度や慣行の見直し、女性の政策決定過程への参加、などを促進します。

男女間の賃金、雇用等の格差解消と女性が安心して働き続けられる環境整備に努めます。

性的少数者の方の生活上の障壁をなくすため、パートナーシップ宣誓制度の創設を検討します。

所得が少ない世帯に対する生活支援を充実し、安定的に食料支援を行うための新たなシステム
を構築します。また、所得が少ない家庭の子どもでも大学等の高等教育への進学を志すことがで
きるよう、奨学金制度や学習支援の充実を検討します。

生活保護制度等の国の社会保障制度については、地域の実情を踏まえ、必要な見直しや支援
内容の充実を国に提言します。

障がい者共生条例が定める施策の具体化を図り、障害のある人に対する差別をなくし、相互に
人格と個性を尊重し合う社会づくりを進めます。障害のある人の意見を取り入れながら、雇用の
促進など様々な分野における障がい等に関する施策を推進するほか、共生社会づくり調整委員
会を設置して障がいを理由とする差別の解消に取り組みます。

従業員の仕事と子育ての両立を図る企業等を応援するため、次世代育成支援対策推進法に基
づく一般事業主行動計画を策定している事業者のうち、男性従業員が育児休業を取得した場合
など一定の要件に該当する事業者に対する奨励金の支給を検討します。

3歳未満の子どもがいる一定年収未満の世帯に対する支援など、子育て家庭の一層の負担軽
減を図るよう国に提言するとともに、県としても検討を行います。

子どもや子育てに優しい社会をつくるため、公共交通機関や美術館等における子ども料金の軽
減や、学校以外の多様な学びの場に対する支援の強化などを検討するほか、信州子どもカフェ
の活動支援などを通じて子どもの貧困対策を一層推進します。

子ども・子育て支援のための施策強化は、人口減少に歯止めをかけ、社会保障制度の安定化に
も寄与するものであることから、新たな税の創設等も含め、国・地方を通じた幅広い財源確保の
あり方を検討します。

子ども支援委員会や子ども支援センター、子ども自殺対策プロジェクトチームの活動の充実・強
化を図ることにより、子どもの自殺ゼロを目指すなど困難に直面している子どもの人権や生活を守
ります。

ヤングケアラーや引きこもりの方など困難を抱える子ども・若者やご家庭に対する支援を充実す
るほか、いじめや虐待の防止と対策に一層力を入れて取り組みます。

「長野県犯罪被害者等支援条例」及び条例に基づく推進計画を踏まえ、犯罪被害者等が受け
た被害の早期の回復と軽減、犯罪被害者等の生活の再建と権利利益の保護に取り組みます。

社会的弱者といわれる方々が抱える重層的課題を解決するため、福祉・労働等の様々な支援
団体の新しい連携や協働組織等のあり方について検討します。
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⑶　日本一の学びの県づくり

○ 89

□ 90

◎ 91

△ 92

□ 93

△ 94

△ 95

□ 96

× 97

○ 98

△ 99

○ 100

⑷　働き方改革の推進と就労支援の強化

△ 101

△ 102

△ 103

◎ 104

個別最適な学びを実現できるよう、学校の教員配置の充実等について検討します。また、企業
の副業人材等多彩な教員や講師の活用を検討します。

特別支援学校においては、行動分析に基づく教育、アート等多彩な学びの充実、就労支援の一
層の強化などにより、これまで以上にきめ細やかな教育の実現に努めます。

「信州やまほいく」認証制度を維持発展させるとともに、義務教育課程においてもさらに非認知能
力を高めていくことができるよう、小学校の学びを幼稚園・保育園教育に整合させることも含めて
教育委員会とともに検討します。

高等教育支援センターを核にして、大学、専門学校等における高等教育の一層の振興を図りま
す。特に大学や専門学校の人材確保等への支援を通じてリカレント教育の強化を図るとともに、
教育機関同士の連携や教育機関と産業界との関係の強化を図ります。

グローバル化や社会の高度化に対応できる人材を育てるため、学生及び社会人の県費による留
学制度の創設を検討します。

県内にない学部学科を中心とした大学等の誘致、私立学校やフリースクール等への支援充実な
どにより、教育の多様化と学ぶ場の選択肢の増加に努めます。また、不登校の子どもたちのため
にも、通信制義務教育学校の設置を認めるよう国に提言します。

県と市町村の総合教育懇談会を「学びの県づくり推進会議（仮称）」に改め、有識者の参加や部
会の設置など組織体制を強化します。子どもたちや保護者、教育関係者、企業関係者や学識
者などとの対話を通じて、子どもから大人まで一人ひとりの関心や能力を最大限引き出すことが
できる「学び」の充実に教育委員会とともに取り組み、日本一の「学びの県」を目指します。

高校再編を新しい信州教育を確立する大きな契機とするため、大胆な高校改革に教育委員会
とともに取り組みます。 高校再編にあたっては、各学校に明確な特色を持たせるとともに、個別
最適な学びと協働的な学び、STEAM教育、アントレプレナー教育を重視することにより学びの質
の向上に努めます。また、特色ある学科を有する高校の一部については生徒の全国募集につい
ても検討を行います。

学びの充実と教育環境は不可分であることから、県立高校や特別支援学校の校舎のあり方につ
いて、児童生徒や保護者、教職員、地域住民に建築の専門家も交えた検討を行う「長野スクー
ルデザインプロジェクト」を開始し、学校空間の質の向上に取り組みます。

住民参加型の学校運営の仕組みづくりや部活動の地域移行等、地域と共存する学校づくりを教
育委員会とともに積極的に検討します。また、再編対象となる学校の一部については、市町村と
ともに地域における学びの拠点等としての活用を検討します。

人口減少下にあっても地域における学びの場を維持する観点で、オンラインによる学習を出席扱
い・単位認定できるようにすることを国に提言するとともに、子どもたちがいつでもどこでも自主的
主体的に学ぶことができるよう授業動画を共有できる教育ポータルサイトの開設を検討します。

大都市や海外の子どもたちの農山村体験や教育旅行などを積極的に受け入れるとともに、「信
州自然留学（仮称）」の振興に努めます。

長野県就業促進・働き方改革戦略会議を活用し、関係機関・団体と連携して、働き方改革を通
じた働きやすい職場づくり、地域・家庭における生活時間の充実、女性がその能力を最大限発揮
できる社会づくり、若者・障がい者・高齢者等の就業促進、などに取り組みます。

社員の子育て応援宣言登録企業や職場いきいきアドバンスカンパニー認証企業の拡大を図り、
誰もが活き活きと働くことができる職場環境づくりを促進します。

社会貢献職員応援制度や特定地域づくり事業協同組合の普及・定着を図るとともに、兼業・副
業や信州リゾートテレワークの活用などにより新しい働き方を広げます。

広域圏ごとの就労支援体制を一層強化し、女性、若者や困難を抱える方々の求人開拓や就業
促進等をワンストップで行う「地域就労支援センター（仮称）」の設置を検討します。
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⑸　地域医療と介護サービスの充実

□ 105

○ 106

△ 107

△ 108

３　県行政を県民に信頼され共創する組織として進化させる

⑴ 地方分権の一層の推進

△ 109

△ 110

⑵　学習する組織への転換と県職員の働き方改革

○ 111

△ 112

△ 113

⑶ 県民の皆様との対話と共創の拡大

△ 114

○ 115

○ 116

◎ 117

医療機関相互の機能分担・連携を促進し、中山間地域も含めて安心して暮らし続けられる医療
提供体制の維持・構築に努めます。そのため、幅広い診療能力を有する総合医の育成に努める
とともに、産科、小児科医をはじめ地域に不可欠な医療人材の確保に注力します。また、私大医
学部での学びも視野に入れて医学生に対する支援の充実を検討します。

長野県高齢者プランに基づき、地域包括ケア体制の構築と見える化、介護人材の確保、介護
予防とフレイル対策の推進、移送サービス等地域における生活支援サービスの充実、介護施設
や住まいの確保などに重点的に取り組みます。

健康長寿の長野県をさらに発展させるため、信州ACEプロジェクトを推進します。なかでも介護予
防やフレイル対策等を重視し、元気で働いたり社会活動に参画したりできる高齢者が一層増える
よう取り組みます。

遠隔医療の推進や、介護ロボットの導入促進など、医療・介護の分野における新技術の導入を
促進します。また、へき地における医療を守るため、拠点病院からの医師派遣の仕組みを検討し
ます。

地域の活性化や地域課題の解決のためには、本県の実情にあった政策を実行することが重要で
あり、権限・財源の更なる分権が不可欠です。全国知事会を活用するなどして自治立法権の強
化や地方財政の自主性向上など地方分権の一層の推進に力を入れて取り組みます。

国が定めた基準等が実態に合わない場合には県民とともに改善を求めるなど、地方政府として
主体的に行動します。

県民参加型予算を試行するなど、県民の皆様の声を県政に直接的に反映する方法を検討して
まいります。

職員が地域に飛び出し活動することを奨励し、創造的活動支援制度（長野県版20％ルール）の
普及定着を図るとともに、県組織を学習する組織へと変革します。

業務の見直しと効率化を図るとともに、残業時間の縮減、長期休暇の取得奨励、健康管理の充
実、男性も含めた育児・介護休暇の取得促進などの働き方改革を推進し、公務能率と仕事の質
の向上を図ります。

デジタル職等の採用、専門分野登録制度（仮称）の創設、異動周期の長期化、国内外の大学
院等への派遣研修や国・企業等との人事交流の推進等を通じて、職員の専門性の向上と能力
の明確化を図り、複雑高度化する社会に対応した政策形成・実行能力の向上を図ります。

県民からより信頼される県行政となるよう、一人ひとりの県職員が主体性とホスピタリティーを持
ち、スピーディーに行動できるよう組織風土やルールの改善に努めます。そのため、研修の充実
を図るとともに、政策提案コンテスト、ホスピタリティ表彰などの実施を検討します。

県政タウンミーティングやランチミーティング、各部局が行う政策対話等の内容や回数を充実さ
せることにより、県民の皆様との対話を日常的に行います。

脱炭素社会づくりのための「サステナブルNAGANO共創プラットフォーム（仮称）」や、芸術文化振
興のための「信州アーツカウンシル」などのように、様々な分野における県民との共創を今後とも
広げてまいります。
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⑷ 県及び県・市町村間の行財政システム改革の推進

○ 118

◎ 119

△ 120

△ 121

行政・財政改革方針を新たに定め、行政におけるDXの推進、事務事業の抜本的な見直しなどに
よる効果的・効率的な行政運営の確立と、優先度が高い事業に対する財源配分の重点化、法
定外目的税の創設を含む負担のあり方の検討などを通じた財政の持続可能性の確保に取り組
みます。実行にあたっては有識者や企業経営者等の参画のもと、具体的な目標や工程表を策
定し、オープンな形での改革を進めます。

市町村との協力・信頼関係の維持・向上を図り、様々な分野で丁寧な意見交換や調整等を行い
ながら政策を進めます。

市町村との協議の上で、市町村への更なる権限移譲、県による市町村業務の補完・支援、保育
士等専門的な職員の共同・広域確保の検討、などを進め、県・市町村間の役割分担と協力連
携のあり方を住民起点で改善します。

元気づくり支援金について、市町村とともに今後のあり方について検討します。
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